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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 15,670 17,013 15,798 18,134 20,046

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △746 △46 197 377 748

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) △752 △936 165 317 689

純資産額 (百万円) 13,830 12,768 13,091 13,261 13,427

総資産額 (百万円) 21,803 21,332 21,114 21,516 22,184

１株当たり純資産額 (円) 337.99 317.51 325.68 332.74 345.94

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △18.52 △23.03 4.11 7.94 17.45

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 63.4 59.9 62.0 61.6 60.5

自己資本利益率 (％) △5.3 △7.0 1.3 2.4 5.2

株価収益率 (倍) ― ― 55.5 25.6 10.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △336 239 △268 1,056 1,072

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 34 △236 △539 △295 △1,162

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △66 △95 △4 △143 △325

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,670 2,576 1,764 2,382 1,967

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名)
285

〔40〕

259

〔47〕

258

〔54〕

256

〔54〕

248

〔56〕

(注) １　第82期及び第83期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失の計上の

ため、並びに、潜在株式がないため、記載しておりません。また、第84期、第85期及び第86期において潜在株式調

整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社の連結経営指標等は、従来、千円単位で記載しておりましたが、第84期より百万円単位で記載することに変

更いたしました。なお、比較を容易にするために、第83期以前についても百万円単位に組替え表示しておりま

す。

４　純資産額の算定にあたり、第85期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 15,166 16,444 15,386 17,739 19,525

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △666 20 201 328 726

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) △650 △855 153 336 681

資本金 (百万円) 6,282 6,282 6,282 6,282 6,282

発行済株式総数 (株) 41,207,73041,207,73041,207,73041,207,73041,207,730

純資産額 (百万円) 13,667 12,686 12,996 13,185 13,343

総資産額 (百万円) 21,311 20,980 20,790 21,262 21,970

１株当たり純資産額 (円) 333.99 315.46 323.33 330.85 343.80

１株当たり配当額
(内１株当たり
 中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

2

(―)

3

(―)

5

(─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △15.99 △21.04 3.81 8.42 17.25

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 64.1 60.5 62.5 62.0 60.7

自己資本利益率 (％) △4.7 △6.5 1.2 2.6 5.1

株価収益率 (倍) ― ― 59.8 24.1 10.1

配当性向 (％) ― ― 52.5 35.6 29.0

従業員数 (名) 207 197 202 212 205

(注) １　第82期及び第83期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失の計上の

ため、並びに、潜在株式がないため、記載しておりません。また、第84期、第85期及び第86期において潜在株式調

整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社の提出会社の経営指標等は、従来、千円単位で記載しておりましたが、第84期より百万円単位で記載するこ

とに変更いたしました。なお、比較を容易にするために、第83期以前についても百万円単位に組替え表示して

おります。

４　平成20年３月期の１株当たり配当額５円には、記念配当１円を含んでおります。

５　純資産額の算定にあたり、第85期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

当社は昭和23年５月20日中央化成工業株式会社の商号をもって「タール製品の精製加工ならびにタール

製品を主原料とする製品の製造」を事業目的とし、資本金２百万円で設立された。

その後昭和31年３月31日子会社川崎化成工業株式会社を存続会社とし、同社と合併、ついで昭和35年10月

１日、昭和23年12月４日設立の川崎化成工業株式会社を存続会社として合併、今日に至っている。

　

昭和23年５月 東京都中央区にナフタリン精製を目的とし、中央化成工業株式会社(資本金２百万

円)を設立。

　　同年９月 大森工場設置。

本店を東京都大田区(大森工場)に移転。

昭和26年11月無水フタル酸の製造を開始。

昭和27年10月大阪事務所開設。

昭和28年４月 コハク酸の製造を開始。

昭和30年７月 川崎市に中央化成工業株式会社の全額出資により川崎化成工業株式会社(資本金５

百万円)を設立。

　　同年10月 川崎市に東神商事株式会社を設立

昭和31年３月 川崎化成工業株式会社は中央化成工業株式会社を吸収合併。

　　同年11月 東京都千代田区に東京事務所開設。

昭和32年７月 株式を店頭売買銘柄として東京証券業協会に登録。

　　同年10月 川崎市に東レ株式会社と折半出資で京浜化成工業株式会社(資本金100百万円)を設

立。

昭和33年２月 東京都中央区に千鳥商事株式会社を設立(現・連結子会社　カワカ産業株式会社)。

　　同年４月 京浜化成工業株式会社を吸収合併。

テレフタル酸の製造を開始。

　　同年８月 株式を店頭売買銘柄として大阪証券業協会に登録。

昭和35年10月東京都に本店を置く川崎化成工業株式会社(昭和23年12月４日設立、資本金100百万

円)を存続会社として合併。

本店を東京都中央区に移転。

昭和36年６月 株式を東京証券取引所に上場。

　　同年７月 株式を大阪証券取引所に上場。

昭和46年３月 テレフタル酸の製造を中止。

　　同年８月 川崎市に東洋インキ製造株式会社と折半出資で東洋化成工業株式会社を設立。

　　同年９月 千鳥商事株式会社は、大和化成株式会社を吸収合併し、商号を大和化成株式会社に

変更。

　　同年９月 大森工場閉鎖。

昭和47年１月 東神商事株式会社は、商号を東神工運株式会社に変更。

昭和48年９月 アントラキノン、ナフトキノンの製造を開始。

昭和51年４月 パルプ蒸解助剤SAQ
®
市販開始。

昭和58年１月 川崎市にカワカ機工株式会社を設立(現・連結子会社　川崎化成エンジニアリング

株式会社)。

川崎市にカワカ産業株式会社を設立。

昭和63年３月 大和化成株式会社は、カワカ産業株式会社を吸収合併し、商号をカワカ産業株式会

社に変更。

平成６年10月 カワカ機工株式会社は、商号を川崎化成エンジニアリング株式会社に変更。

平成10年６月 東神工運株式会社は、商号を川崎化成物流株式会社に変更。

平成11年４月 農薬原体アセキノシル市販開始。

平成14年５月 マキシモール
®
の製造を開始。

平成15年３月 東洋インキ製造株式会社との折半出資会社の東洋化成工業株式会社を清算結了。

　　同年６月 本店を神奈川県川崎市に移転。

　　同年12月 大阪証券取引所の上場廃止。

平成18年10月川崎化成物流株式会社を吸収合併。

　

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

 4/80



３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び連結子会社２社)及びその他の関係会社三菱化学㈱は、化学品事業を主な内容と

し、併せてこれに関連する事業活動を行っております。その事業内容と事業に係る各社の位置づけ及び事業

の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

(1)化学品事業………当社は、有機酸製品、有機酸系誘導品及びキノン系製品の製造、販売を行ってお

り、その他の関係会社三菱化学㈱から原料の一部を購入し、製品の一部を同社

へ販売しております。

(2)その他の事業……子会社カワカ産業㈱は、当社の施設の管理運営、警備、その他のサービスを行っ

ております。子会社川崎化成エンジニアリング㈱は、設備の設計、施工及び保全

を行っており、同社は、当社の設備の設計、施工及び保全を行っております。

　

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
平成20年３月31日現在

名称 住所

資本金

又は出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

(％)

議決権の

被所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社)

カワカ産業㈱
川崎市

川崎区
20

その他

の事業

100.0

(10.0)
―

当社の施設管理、警備、構内諸作業等

役員の兼任等…兼任　３人

　　　　　　　出向　１人

川崎化成エンジニア

リング㈱

川崎市

川崎区
20

その他

の事業
100.0 ―

当社の設備の設計、施工及び保全

役員の兼任等…兼任　２人

　　　　　　　出向　２人

(その他の関係会社)

㈱三菱ケミカル

ホールディングス

東京都

港区
50,000

グループ会社

の経営管理
―

39.27

(39.27)

三菱化学㈱
東京都

港区
50,000

化学品

事業
―

39.27

( ─ )

原料等の購入及び当社製品の販売

役員の兼任等…兼任　４人

　　　　　　　転籍　５人

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　上記のうち、特定子会社に該当する会社はありません。

３　上記のうち、㈱三菱ケミカルホールディングスは有価証券報告書を提出しております。

４　上記のうち、㈱三菱ケミカルホールディングスは三菱化学㈱の完全親会社であります。

５　議決権の所有割合欄及び議決権の被所有割合欄における(　)内は、間接所有割合及び間接被所有割合で内数で

あります。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

化学品事業 205　( 3)

その他の事業 43　(53)

合計 248　(56)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況
平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

205 39.48 18.06 6,188,337

(注) １　従業員は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社には、UIゼンセン同盟に加盟している川崎化成労働組合があります。労使の関係は安定しており、

特記すべき事項はありません。また、連結子会社には、労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、企業収益の改善や設備投資の増加等により引き続き緩やかな回

復の動きを続けておりましたが、期後半には、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融

不安、原油・石炭価格の高騰等の影響により、景気の先行きに不透明感が広がりました。

化学工業界におきましては、原油・ナフサ価格の更なる高騰に伴う原燃料価格の上昇により、企業収益

が圧迫される厳しい状況となりました。

このような状況下、当社グループといたしましては、原燃料価格の高騰に対処すべく適正な価格水準の

確保に取り組むと共に、基盤事業の徹底的な合理化、キノン系製品及び新規製品の拡販に傾注してまいり

ました。

その結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高は20,046百万円（前年度比1,912百万円増収・10.5％

増）、営業利益は797百万円（前年度比309百万円増益・63.3％増）、経常利益は748百万円（前年度比370

百万円増益・98.2％増）、当期純利益は689百万円（前年度比371百万円増益・117.0％増）となりまし

た。

これを事業別に見ますと次のとおりであります。

化学品事業

・有機酸製品

無水フタル酸は、４年に１度の触媒交換工事の実施に伴い定期修理期間が例年に比べ長期化したこ

とにより、生産・販売数量は減少しましたが、原燃料価格高騰に対処した製品価格の是正により若干の

減収に留まりました。

コハク酸は、生分解性樹脂向けの増加により増収となりました。フマル酸は、製品価格の是正効果に

より増収となりましたものの、リンゴ酸は販売数量が落ち込み減収となりました。

・有機酸系誘導品

可塑剤は、原料である無水フタル酸の値上げ及びアルコール価格の高騰に伴い増収となりました。

マキシモール
®
は、硬質ポリウレタンフォーム用途に加え、界面活性剤用途に採用実績を伸ばすと共

に、原燃料価格高騰に対処した製品価格の是正効果により増収となりました。

・キノン系製品

パルプ蒸解助剤ＳＡＱ
®
は、販売数量の増加により若干の増収となりました。ナフトキノンは、国内、

輸出共に医農薬、樹脂向けの販売が増加し増収となりました。農薬原体アセキノシルは、販売数量の減

少により減収となりました。脱硫触媒ＮＱＳ
®
は前期並の販売となりました。

なお、アントラキノンは、近年生産を休止しておりましたが、前年度下半期から本格的な生産・販売

を再開したため、当期は大幅な増収となりました。

以上の結果、化学品事業全体としての売上高は19,525百万円（前年度比1,785百万円増収・10.1％

増）、営業利益は749百万円（前年度比342百万円増益・84.3％増）となりました。

その他の事業

その他の事業につきましては、エンジニアリング事業の工事量増加等により売上高は521百万円（前

年度比126百万円増収・32.1％増）となりましたものの、前年度中に実施した運輸事業廃止の影響によ

り営業利益は58百万円（前年度比21百万円減益・26.3％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、設備投資等の「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」及び自己株式取得等の「財務活動によるキャッシュ・フロー」による支出が「営業活動による

キャッシュ・フロー」による収入を上回ったため、現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ415百

万円減少し、当連結会計年度末の残高は1,967百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は前連結会計年度に比べ、主に、たな卸資産

の増加及び売上債権の増加による減少要因はありましたものの、税金等調整前当期純利益及び資金流

出の伴わない減価償却費の増加により、収入が16百万円増加し、1,072百万円の収入となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は前連結会計年度に比べ、主に、設備投資に

よる資金支出が増加したことにより、支出が867百万円増加し、1,162百万円の支出となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は前連結会計年度に比べ、配当金の支払い及

び自己株式の取得による支出が増加したことにより、支出が182百万円増加し、325百万円の支出となり

ました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 19,885 16.9

その他の事業 380 57.0

合計 20,266 17.4

(注) １　金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引に係る生産実績は含んでおりません。

２　上記の他、化学品事業における商品仕入実績は、240百万円(前年同期比△1.8％)であります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度におけるその他の事業の受注実績を示すと、次のとおりであります。

なお、化学品事業については、過去の販売実績と将来の予想に基づいて見込生産を行っております。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円) 前年同期比(％)

その他の事業 385 36.7 85 8.2

(注) １　セグメント間の取引に係る受注高及び受注残高は含んでおりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 19,525 10.1

その他の事業 521 32.1

合計 20,046 10.5

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

前連結会計年度

相手先 金額(百万円) 割合(％)

㈱ジェイ・プラス 9,303 52.4

オー・ジー㈱ 915 5.2
　

当連結会計年度

相手先 金額(百万円)割合(％)

㈱ジェイ・プラス 10,415 52.0

双日㈱ 1,043 5.2

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

中期的には「既存事業で確固たる地盤を築きつつ、高機能製品を軸とした新規製品の拡充により大きく

飛躍する」を計画の柱とする中期経営計画の実現に向け、経営資源を集中的に投入してまいります。

具体的には、既存事業については、無水フタル酸・キノン系製品を中心に製造設備全体の運転最適化、徹

底的な合理化によるコスト競争力の強化に取り組むと共に、新規用途の開拓等を進め拡販を図ってまいり

ます。

コハク酸は、環境対応商品である生分解性樹脂やマキシモール
®
の原料として需要拡大が見込まれてお

り、今後の需要動向を見極めながら生産能力の増強を検討してまいります。また、有機酸事業の競争力強化

のため、効率的な生産体制の実現とお客様のニーズに対応した品質管理体制の整備を図ってまいります。

マキシモール
®
は、これまで蓄積してきたエステル化技術と当社の持つ各種有機酸の強みを最大限に発揮

し、硬質ポリウレタンフォーム用途に加え界面活性剤の中間原料等の新規用途展開を進めてまいります。ナ

フトキノンは、医農薬及び樹脂向けへの拡販に取り組んでまいります。

新規製品については、当社は世界で唯一、キノン系製品を総合的に事業化しており、キノン系製品に関す

る豊富な知見やノウハウ、高い合成技術を有しておりますのでこの強みを活かし、キノン系の新規誘導品の

開発・早期戦力化に、機動的な組織体制の下、スピードを上げて取り組んでまいります。

具体的には、光硬化性樹脂増感剤アントラキュアー
®
は、インクジェット分野やレジスト分野、液晶ポリ

マー用のコーティング剤、液晶表示装置関係の接着剤等の用途分野に着実に採用実績を積み上げておりま

す。

また、様々な条件下でも安定した効果を発揮する新規重合禁止剤の市場開拓や耐熱・難燃性、光学特性を

活かした特殊キノン誘導品の創出にも取り組んでまいります。その一つとして、当社は世界で初めて1,4-ジ

ヒドロキシナフタレンの量産試作に成功しましたので、各種エステルやエポキシ、アクリル等の各種耐熱性

樹脂の原料や医農薬中間体として事業展開を図ってまいります。

上記に加え、三菱ケミカルホールディングスグループ各社との連携を強化し、グループの持つ総合技術力

を積極的に活用することで新規製品の事業開発のスピードアップを図ってまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼすリスクには以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社グ

ループが判断したものであります。

　

(事業全般)

当社グループの事業のうち、当連結会計年度における化学品事業の外部売上高の連結売上高に占め

る割合は97.4％であります。

当該化学品事業の主要製品であります無水フタル酸は、その原料に石油系のオルソキシレンを使用

しております。オルソキシレンの価格は原油及びナフサ価格の上昇や製品需給の逼迫等に伴い上昇す

るため、この上昇分を製品価格に転嫁できない場合には業績に影響を与える可能性があります。また、

キノン系製品はその原料に石炭系のナフタレンを使用しております。ナフタレン価格は、原油及び原料

炭の上昇や製品需給の逼迫に伴い上昇するため、この上昇分を製品価格に転嫁できない場合には業績

に影響を与える可能性があります。

　

(為替)

主要原料であるオルソキシレンは、サプライヤーが海外から原油及びナフサを調達して精製してい

ることから、為替の変動がオルソキシレン価格に反映されるため、為替の変動如何によっては、業績に

影響を与える可能性があります。

　

(新規製品開発)

当社グループは、「既存事業で確固たる地盤を築きつつ、高機能製品を軸とした新規製品の拡充によ

り大きく飛躍する」ことを中期経営計画の柱とし、キノン系製品の誘導品を始めとする高機能商品の

開発、商品化を進めております。しかしながら、技術開発と商品化のスピードが市場・顧客の技術革新

のスピードやニーズの急激な変化に対応できなかった場合には、業績に影響を与える可能性がありま

す。

　

(事故・災害)

当社グループは、レスポンシブル・ケア活動の実施を宣言し、「環境・安全」の確保を事業活動の大

前提におき、環境保全、保安防災に向けた活動を取り進めております。しかしながら、当社グループの事

業所は神奈川県川崎市に集中していることから、同地区において大規模地震等の自然災害、設備事故、

火災等の操業を中断する事象が発生した場合には、業績に甚大な影響を与える可能性があります。

　

(製品の瑕疵)

当社グループは、お客様に満足していただける製品を提供するため、国際的な品質マネジメント規格

であるISO9001 に従って各種製品を製造、販売しており、品質管理体制には万全を期しております。し

かしながら、当社製品は、工業、食品添加物向け等の中間原料として多方面に販売していることから、当

社製品の瑕疵によりお客様に甚大な損害を与えた場合には、業績に影響を与える可能性があります。

　

(法規制)

当社グループが行っている事業活動は、環境、安全関連をはじめ各種の法規制の適用を受けるため、

企業倫理憲章の制定、教育による意識向上、報告相談窓口の設置等の取り組みによりコンプライアンス

の確保に努めております。しかしながら、規制が強化、変更された場合にはその対応のためコストの増

加につながり、業績に影響を与える可能性があります。また、これらの規制を遵守できなかった場合に

は事業活動が制限される可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、当社のみが化学品事業において行っております。

化学品事業は有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品を製造・販売しており、研究開発も左記製品の新

規用途開発、新規誘導品の開発を主として取り組んでおります。

また当社独自の研究開発はもとより、三菱ケミカルホールディングスグループの持つ開発力を積極的に活

用することにより研究開発の強化に取り組んでおります。

現在の研究内容は

　　(1)　新規製品の開発

　　(2)　現有製品の合理化及び品質向上検討並びに新規用途の開発

　　(3)　販売維持及び拡大のための需要家対応技術サービス

などであります。

　新規製品の開発としては、当社グループの経営課題である「汎用製品から機能製品への事業体質転換」の

実現を目指し、当社が世界で唯一キノン系製品を総合的に事業化していることから、医農薬、環境、情報電子

材料等の各分野を対象にキノン類の持つ特性を活かした新規誘導品の開発、新規用途の拡大に主眼をおい

た研究を実施しております。

　なお、当連結会計年度の研究開発費は、404百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社グルー

プが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における資産・負債の貸借対照表計上金

額並びに当連結会計年度における収益・費用の損益計算書計上金額に影響する判断、見積りを実施する

必要があります。経営者は上記の判断、見積りの実施において、特に以下の重要な会計方針が、当社グルー

プの連結財務諸表において重要な影響を及ぼすと判断しております。

①　有価証券の減損会計

当社グループは、市場価格のある上場有価証券と市場価格のない有価証券を所有しております。市場

価格のある上場有価証券については、当連結会計年度末日の終値が50％以上下落した場合と、30％以上

50％未満下落した場合の各ケース毎に、一定期間の過去の平均株価の推移と、回復可能性に関する評価

基準を指標とした減損処理基準を設けて評価減を実施しております。また、市場価格のない有価証券に

つきましては、実質価格が著しく低下し、回復可能性がないと判断した場合には評価減を実施しており

ます。

　なお、当連結会計年度におきましては、上場有価証券の株価の下落により11百万円の投資有価証券評

価損を特別損失に計上しております。

②　退職給付関係

従業員の退職給付債務及び退職給付費用は、年金数理計算上で設定される前提条件に基づき算出さ

れますが、前連結会計年度の期中において、退職金規程の改訂を行ったことに伴い、将来に亘って費用

化が必要となる過去勤務債務が発生したため、当連結会計年度における過去勤務債務の費用処理額は

前連結会計年度に比べ増加しております。

　また、当連結会計年度においては、国内株式の株価下落を主たる要因とした年金資産の運用利回りの

低下に伴う、数理計算上の差異が発生しており、当連結会計年度末の年金数理計算上の将来に亘って費

用化が必要となる発生差異は、前連結会計年度末と比べ増加しております。なお、年金数理計算上の発

生差異は、発生の翌期から５年間での費用処理を実施しております。

③　税効果会計関係

当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価

性引当額を計上しております。評価性引当額の必要性を検討するにあたっては、将来の課税所得及び慎

重かつ実現可能性の高い継続的な税務計画を検討しますが、繰延税金資産の全部または一部を将来回

収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を取崩すと共に、法人税等調整額と

して税金費用の計上をいたします。逆に、将来の課税所得の獲得等の可能性が高いため繰延税金資産を

今後回収できると判断した場合は、当該判断を行った期間に繰延税金資産を計上すると共に、法人税等

調整額として税金費用の減額をいたします。

　なお、業績の回復に伴う繰延税金資産の回収可能性の見直しの結果、当連結会計年度末において回収

が確実と見込まれる部分について、繰延税金資産を158百万円追加計上すると共に、法人税等調整額と

して同額税金費用の減額をしております。
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(2) 経営成績の分析

①　売上高及び営業損益

当連結会計年度における当社グループは、原燃料価格の高騰に対処すべく適正な価格水準の確保に

取り組むと共に、基盤事業の徹底的な合理化、キノン系製品及び新規製品の拡販に傾注してまいりまし

た。その結果、当連結会計年度における連結売上高は20,046百万円と前連結会計年度に比べ1,912百万

円の増収となりました。

増収の主な要因は、原燃料価格高騰に対処した製品価格の是正効果及び拡販による化学品事業の増収

であり、その他の事業が当社グループの業績に与える影響は軽微であります。

化学品事業のうち、有機酸製品につきましては、無水フタル酸は、４年に１度の触媒交換工事の実施

に伴い定期修理期間が例年に比べ長期化したことにより、生産・販売数量は減少しましたが、原燃料価

格高騰に対処した製品価格の是正により若干の減収に留まりました。コハク酸は、生分解性樹脂向けの

増加により増収となりました。フマル酸は、製品価格の是正効果により増収となりましたものの、リン

ゴ酸は販売数量が落ち込み減収となりました。この結果、有機酸製品全体としては減収となりました。

有機酸系誘導品につきましては、可塑剤は、原料である無水フタル酸の値上げ及びアルコール価格の

高騰に伴い増収となりました。マキシモール
®
は、硬質ポリウレタンフォーム用途に加え、界面活性剤用

途に採用実績を伸ばすと共に、原燃料価格高騰に対処した製品価格の是正効果により増収となりまし

た。この結果、有機酸系誘導品全体としては増収となりました。

キノン系製品につきましては、パルプ蒸解助剤ＳＡＱ
®
は、販売数量の増加により若干の増収となり

ました。ナフトキノンは、国内、輸出共に医農薬、樹脂向けの販売が増加し増収となりました。農薬原体

アセキノシルは、販売数量の減少により減収となりました。脱硫触媒ＮＱＳ
®
は、前期並の販売となりま

した。なお、アントラキノンは、近年生産を休止しておりましたが、前年度下半期から本格的な生産・販

売を再開したため、当期は大幅な増収となりました。この結果、キノン系製品全体としては増収となり

ました。

当連結会計年度における営業利益は、原燃料価格高騰に対処した価格是正、ナフトキノンの増販及び

新規製品の拡販、並びにアントラキノンの生産再開効果の年間フル寄与等により、前連結会計年度に比

べ309百万円増加し、797百万円となりました。

②　営業外損益及び経常利益

当連結会計年度における営業外収益は、主に、一部の設備について交付を受けた補助金収入により前

連結会計年度に比べ34百万円増加し、127百万円となりました。また、営業外費用は、主に、土壌調査費の

計上がありましたものの、前連結会計年度におけるたな卸資産評価損の計上が当連結会計年度にはな

かったこと及び固定資産整理損の減少により前連結会計年度に比べ26百万円減少し、177百万円となり

ました。

この結果、当連結会計年度における営業外損益は、前連結会計年度に比べ61百万円費用が減少し、49

百万円の費用となりました。

この結果、当連結会計年度における経常利益は、前連結会計年度に比べ370百万円増加し、748百万円

となりました。
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③　特別利益、特別損失及び税金等調整前当期純利益

当連結会計年度の特別損失は、主に固定資産撤去損失の計上により、前連結会計年度に比べ164百万

円増加し、184百万円となりました。

この結果、当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ206百万円増

加し、563百万円となりました。

④　税金費用及び当期純利益

当連結会計年度における法人税、住民税及び事業税は33百万円の計上でしたが、業績の回復に伴う繰

延税金資産の回収可能性の見直しの結果、当連結会計年度末において回収が確実と見込まれる部分に

ついて、繰延税金資産を158百万円追加計上したため、法人税等調整額は同額の減額となり、税金費用と

しては125百万円の減額となりました。

この結果、当連結会計年度における当期純利益は、前連結会計年度に比べ371百万円増加し、689百万

円となりました。
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(3) 財政状態の分析

①　キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、415百万円減少し、1,967百万円となりま

した。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,072百万円の収入となりました。その主な内訳は、たな卸資

産の増加等による資金の減少要因はあったものの、それを上回る税金等調整前当期純利益及び資金流

出の伴わない減価償却費の計上によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,162百万円の支出となりました。その主な内訳は、設備投資

の資金支出1,158百万円によるものであります。なお、所要資金は全て自己資金を充当しております。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、325百万円の支出となりました。その内訳は、配当金支払いに

よる支出117百万円及び自己株式取得による支出207百万円であります。

　

②　財政状態

当連結会計年度末における総資産は22,184百万円となり、前連結会計年度末に比べ667百万円増加い

たしました。

流動資産は、主に、短期貸付金が減少しましたが、受取手形及び売掛金の増加により、前連結会計年度

末に比べ531百万円増加し、10,010百万円となりました。

固定資産は、主に、保有株式の時価評価の減少に伴い投資有価証券は減少しましたが、有形固定資産

が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ135百万円増加し、12,174百万円となりました。

当連結会計年度末における負債合計は8,757百万円となり、前連結会計年度末に比べ501百万円増加

いたしました。

流動負債は、主に、買掛金の増加により、前連結会計年度末に比べ682百万円増加し、4,969百万円とな

りました。

固定負債は、主に、保有株式の時価評価の減少に伴う繰延税金負債の減少により、前連結会計年度末

に比べ181百万円減少し、3,787百万円となりました。

当連結会計年度末における純資産は13,427百万円となり、前連結会計年度末に比べ165百万円増加い

たしました。

株主資本は、主に、配当金の支払い及び自己株式の取得による減少要因はありましたものの、当期純

利益689百万円の計上により利益剰余金が増加したため、前連結会計年度末に比べ362百万円増加し、

9,499百万円となりました。

評価・換算差額等は、主に、保有株式の時価評価の減少に伴うその他有価証券評価差額金の減少によ

り、前連結会計年度末に比べ196百万円減少し、3,927百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、主に化学品事業において生産設備の更新、合理化のための設備投資を行っており、当連

結会計年度のグループ全体の設備投資額は1,173百万円であります。このうち化学品事業における設備投資

額は、有機酸製品及びキノン系製品製造設備の更新・合理化・増強工事等の実施により1,209百万円であり

ます。なお、化学品事業における設備投資額にはグループ会社の内部利益を含んでおります。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

川崎工場
(川崎市川崎区)
(注)２，３

化学品事業

生産設備 599 2,109
8,078
(83,528)

244 11,031124

研究開発
分析設備

173 49
─
(─)

38 260 36

その他の
設備

73 5
─
(─)

12 91 15

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、「工具器具及び備品」並びに「建設仮勘定」の合計であります。なお、金額には

消費税等は含んでおりません。

２　川崎工場内には生産設備、研究開発分析設備及びその他の設備があるため、土地以外の設備については、設備の

内容に合わせて区分しております。なお、連結会社以外の者へ貸与中の土地193百万円(2,602.1㎡)を含んでお

ります。

３　連結会社以外の者へ貸与中の建物26百万円を含んでおります。

４　上記の他、川崎工場内には、取引先の投資による有機酸系誘導品製造設備(能力83,000t／年)があります。また、

リース契約(所有権移転外ファイナンス・リース)による主な賃借設備としてコンピューターシステム及び構

内通信システムがあり、当期の支払リース料は２百万円であります。

　

(2) 国内子会社

子会社２社は、当社の事業所内で「その他の事業」を営んでおりますが、主要な設備総額(帳簿価額)は

３百万円、従業員数は43名であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 137,297,000

計 137,297,000

　

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,207,73041,207,730
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 41,207,73041,207,730― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年７月29日
(注)

― 41,207,730 ― 6,282 △3,225 1,571

（注）　平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であり

ます。

　

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

18/80



(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 8 19 40 19 1 3,7633,850 ―

所有株式数
(単元)

0 1,601 260 18,6391,231 8 18,83540,574633,730

所有株式数
の割合(％)

0.00 3.95 0.64 45.94 3.03 0.02 46.42 100 ―

(注) １　自己株式2,394,770株は「個人その他」に2,394単元、「単元未満株式の状況」に770株含まれております。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が12単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱化学株式会社 東京都港区芝４―14―１ 14,991 36.37

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２―１―１ 1,079 2.61

株式会社オージーキャピタル 大阪市中央区平野町４―１―２ 1,051 2.55

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２―３―１ 800 1.94

シービーエヌワイデイエフエイ
インターナショナルキャップ
バリューポートフォリオ
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社)

1299オーシャンアベニュー11Ｆ
サンタモニカ CA 90401 USA
(東京都品川区東品川２－３－14)
 

658 1.59

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 553 1.34

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
(常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－４－５
(東京都港区浜松町２-11-３)

438 1.06

川崎化成取引先持株会 川崎市川崎区千鳥町１―２ 341 0.82

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 296 0.71

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 292 0.70

計 ― 20,499 49.75

(注) １　当社は、自己株式2,395(5.81%)千株を保有しております。

２　所有株式数は、千株未満を四捨五入して記載しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式)
普通株式

2,394,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,180,000
38,180同上

単元未満株式 普通株式  633,730 ― 同上

発行済株式総数 41,207,730― ―

総株主の議決権 ― 38,180 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式770株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川崎化成工業株式会社

川崎市川崎区
駅前本町12―１

2,394,000 ─ 2,394,0005.81

計 ― 2,394,000 ─ 2,394,0005.81

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(平成19年９月20日)での決議状況
(取得期間平成19年10月１日～平成20年３月21日)

2,000,000 400

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 1,020,000 202

残存決議株式の総数及び価額の総額 980,000 197

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 49.00 49.35

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) 49.00 49.35

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 28,210 5

当期間における取得自己株式 2,229 0

（注）　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（買増請求）

5,910 0 737 0

保有自己株式数 2,394,770 ─ 2,396,262 ─

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り
及び買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、配当につきましては、業績及び内部留保を考慮しつつ、安定配当を維持、継続していくことを基本

としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、期末配当

については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、１株につき普通配当４円に創業60周年記念配当１円を加え

た５円とさせていただきました。

内部留保資金につきましては、企業体質の強化のために有効に活用してまいる所存であります。

当社は、「取締役会決議によって、毎年９月30日における最終の株主名簿に記載または記録された株主ま

たは登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当を行うことができる」旨を定

款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額　(百万円) １株当たりの配当額 （円）

平成20年６月27日　定時株主総会 194 5

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 141 197 301 254 233

最低(円) 51 94 157 172 144

(注)　上記最高・最低株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 226 220 208 191 196 195

最低(円) 198 180 189 144 163 164

(注)　上記最高・最低株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長

代表取締役
田　中　　　譲 昭和22年２月18日生

平成13年６月 三菱化学㈱理事

(注) 3 145
　　同年６月 当社取締役兼任

　　15年４月 当社取締役副社長

　　同年６月 当社取締役社長(現)

常務取締役
経営管理
部門長

上　原　弓　人 昭和25年２月16日生

平成17年４月 三菱化学㈱理事

(注) 3 12　　18年４月 当社顧問

　　同年６月 当社常務取締役(現)

常務取締役 営業部門長 宮　﨑　隆　盛 昭和24年12月18日生

昭和48年４月 当社入社

(注) 3 17平成14年６月 当社取締役

　　19年６月 当社常務取締役(現)

取締役

生産部門長

生産部門

川崎工場長

日　沖　克　彦 昭和26年６月15日生

昭和51年４月 当社入社

(注) 3 12平成16年７月 当社理事

　　18年６月 当社取締役(現)

取締役
機能材
センター長

片　野　弘　章 昭和26年10月15日生

平成13年10月 三菱化学㈱コーポレート営業

推進部グループマネジャー

(注) 3 9　　16年４月 当社入社

　　17年７月 当社理事

　　18年６月 当社取締役(現)

取締役 石　塚　博　昭 昭和25年２月23日生
平成19年４月 三菱化学㈱執行役員(現)

(注) 3 1
    20年６月 当社取締役兼任(現)

監査役

常勤
蓑　田　豊　一 昭和22年11月９日生

平成20年４月 三菱化学㈱監査役付
(注) 4 3

　　20年６月 当社監査役(現)

監査役 奥　村　幸　一 昭和22年６月９日生
平成19年６月 三菱化学㈱監査役付（現）

(注) 5 1
　　同年同月 当社監査役兼任(現)

監査役 伊　達　英　文 昭和33年７月10日生

平成19年４月 三菱化学㈱石化企画管理部門

石化管理部長（現） (注) 4 1

　　同年６月 当社監査役兼任(現)

監査役 山　岡　弘　明 昭和31年12月28日生

平成18年４月 三菱化学㈱機能商品開発部門

技術管理室長

(注) 4 1　　同年６月 当社監査役兼任(現)

　　20年４月
三菱化学㈱機能商品開発・管

理部門技術管理室長(現)

計 202

　 (注) １　取締役石塚博昭氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役全員は、いずれも会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役蓑田豊一、伊達英文、山岡弘明の各氏の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24

年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役奥村幸一氏の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主をはじめとするステークホルダーに対し様々な形で貢献できるよう、当社グルー

プの永続的な発展と企業価値の最大化を図るため、経営の「効率性・健全性・透明性」の確保、充実に向

けた諸施策に継続的に取り組んでいくことをコーポレート・ガバナンスの基本としております。

　

(2) 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況

①取締役、取締役会

取締役会を３ヵ月に１回以上開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行って

おります。代表取締役及び業務執行取締役は、取締役会の決定に基づき、業務執行を行います。取締役会の

機能をより強化するため、中立的な立場である社外取締役を配置することにより、職務執行の監視・監督

機能を高めております。

②監査役、監査役会

当社は監査役制度を採用しており、社外監査役４名で構成しております。監査役及び監査役会は監査役

監査基準等に基づき、取締役会その他の重要な会議への出席等を通じて、取締役の職務執行について監査

を行っており、経営の健全性の確保に努めております。

③経営会議

常勤の取締役と常勤の監査役その他で構成する経営会議を原則として毎週開催し、経営課題の事前検

討を行うことにより経営効率を向上させております。また、代表取締役は、経営会議の場において出席メ

ンバーから意見の具申を受けることより、業務執行に関する基本的事項の意思決定を機動的に行ってお

ります。また、月１回、子会社の経営の進捗状況について報告を受けております。

④会計監査人

会計監査人には、新日本監査法人を起用しております。会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を

行うと共に、会計上の判断を必要とする場合に、適宜、ご意見をいただいております。

⑤内部監査

代表取締役は、業務執行の有効性と妥当性を確保するため、監査室を設置しております。監査室は年間

の監査計画に基づいて内部監査を実施し、経営活動全般における合法性・合理性の評価、改善等を行って

おります。

⑥コンプライアンスプログラム

コンプライアンス関連規程に基づき、環境・安全・品質を含めたコンプライアンスの確保、推進を図る

と共に、通報制度として「コンプライアンス・ホットライン」を設置し、違反事案の早期発見・未然防止

に努めております。

⑦リスク管理委員会

代表取締役はリスク管理委員会を定期的に開催し、経営に係る事業リスクや各部門が保有するオペ

レーションリスク、全社横断的なリスクの内、事業活動において影響が大きいリスクの把握を行い、その

対応策について企画立案を行うと共に、進捗状況の確認、見直し等を行っております。

また、重要なリスクについては取締役会に報告しております。
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なお、当社の業務執行、監視、内部統制の仕組みは下図のとおりであります。

　
平成20年３月31日現在

　

(3) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。

取締役に支払った報酬　　108百万円

（社内取締役　　108百万円　社外取締役　─百万円）

監査役に支払った報酬　　16百万円

(注)　取締役に支払った報酬には、使用人兼務取締役の使用人分給与32百万円を含んでおりません。

(4) 監査報酬の内容

当事業年度における会計監査人に対する監査報酬は次のとおりであります。

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　　17百万円

それ以外に基づく報酬　　　　２百万円

  (注)1． 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査

等の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額はこれらの合計額を記載しております。 

 2.　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外である財務報告目的の内部統制の整備・

運用・評価等に係る助言業務についての対価を支払っております。
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(5) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との間における責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項に規定する契約（責任限定契約）を

締結しており、当該契約において、当社の社外取締役及び社外監査役が会社法第423条第１項に定める行

為によって会社に対し損害を与えた場合において、その職務を行うにつき善意にして重大な過失がない

ときは、会社法第425錠第１項に定める責任限度額をもって、損害賠償責任の限度額としております。

(6) 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

監査役と監査室は、積極的に意見及び情報交換を行うことにより緊密な連携を図っております。監査役

は、その職務の執行に必要な場合は、監査役の職務を監査室の所属員に補助させることを代表取締役に対

し求め、代表取締役は、この者を監査役の指揮下で監査補助業務に当たらせることとしております。

また、監査役は会計監査人と定期的に会合を持ち、報告を受け、意見交換を行う等、連携を密にすること

により効率的な監査を行っております。

(7) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係

社外取締役及び社外監査役は、いずれも三菱化学㈱の兼任者又は転籍者であり、特別な利害関係はあり

ません。当社と三菱化学㈱との関係につきましては、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等　(1)連結財務

諸表」中の「関連当事者との取引」に記載のとおりであります。

(8) 業務を執行した公認会計士の氏名

当社は会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査人に、新日本監査法人を起用

しております。新日本監査法人及び当社監査に従事する業務執行社員との間には、特別な利害関係はあり

ません。当事業年度において業務執行した公認会計士の氏名、業務監査に係る補助者の構成は以下のとお

りであります。

業務を執行した公認会計士の氏名　　　新日本監査法人　　仲井　一彦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本監査法人　　吉澤　祥次

会計監査業務に係る補助者の構成

会計監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。　具体的

には、公認会計士及び会計士補を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構成

しております。

(9) 定款で定める取締役の定数

取締役の定数につきましては、「当会社に取締役11名以内を置く」旨を定款で定めております。

(10) 取締役の選任決議要件の緩和

当社は、取締役の選任決議は、「株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって選任する。」旨を定款で定めており

ます。
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(11) 取締役会において決議できる株主総会決議事項

①自己株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応して機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項

の規定に基づき、「当会社は取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができ

る」旨を定款に定めております。

②取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役がその期待される成果を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規

定に基づき、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）及び

監査役（監査役であった者を含む。）の賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款

に定めております。

③中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議をもって、毎年９月30日における最終

の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定による剰

余金の配当（中間配当）を行うことができる旨を定款に定めております。

(12) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議

決権を行使することができる株主の３分の１以上を保有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもってこれを行う旨を定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、みすず監査法人及び太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、新日本監査法人の監査を受け

ております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第85期連結会計年度の連結財務諸表及び第85期事業年度の財務諸表

　　みすず監査法人

　　太陽ＡＳＧ監査法人

　第86期連結会計年度の連結財務諸表及び第86期事業年度の財務諸表

　　新日本監査法人
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１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ　流動資産

　　　 現金及び預金 356 388

　　　 受取手形及び売掛金 ※３ 5,046 5,594

　　　 たな卸資産 1,964 2,173

　　　 繰延税金資産 10 165

　　　 短期貸付金 2,025 1,578

　　　 その他 74 110

　　　 貸倒引当金 △0 △0

　　　 流動資産合計 9,47844.0 10,01045.1

Ⅱ　固定資産

　 １　有形固定資産

 　　　 建物及び構築物 3,796 3,785

 　　　 減価償却累計額 ※２ 2,877 919 2,898 886

　　　　機械装置及び運搬具 16,560 16,819

　　　　減価償却累計額 ※２ 14,798 1,761 14,712 2,107

　　　　土地 ※１ 8,084 8,084

　　　　建設仮勘定 57 234

　　　　その他 967 926

　　　　減価償却累計額 ※２ 888 79 859 67

　　　 有形固定資産合計 10,90150.7 11,38051.3

　 ２　無形固定資産 18 0.1 16 0.1

　 ３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 1,020 677

　　　　繰延税金資産 21 25

　　　　その他 75 74

　　　 投資その他の資産合計 1,1185.2 777 3.5

　　　 固定資産合計 12,03856.0 12,17454.9

　　　 資産合計 21,516100.0 22,184100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ　流動負債

　　　 支払手形及び買掛金 ※３ 3,102 3,772

　　　 短期借入金 100 100

　　　 未払法人税等 40 42

　　　 賞与引当金 172 194

　　　 役員賞与引当金 ─ 9

　　　 定期修繕引当金 64 80

　　　 その他 807 770

　　　 流動負債合計 4,28719.9 4,96922.4

Ⅱ　固定負債

　　　 再評価に係る繰延
　　　 税金負債

※１ 2,555 2,555

　　　 繰延税金負債 285 150

　　　 退職給付引当金 1,073 1,013

　　　 役員退職慰労引当金 54 68

　　　 固定負債合計 3,96818.5 3,78717.1

　　　 負債合計 8,25538.4 8,75739.5

純資産の部

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 6,282 6,282

　２　資本剰余金 2,549 2,549

　３　利益剰余金 485 1,054

　４　自己株式 △179 △387

　　　 株主資本合計 9,13742.5 9,49942.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

415 219

　２　繰延ヘッジ損益 △0 ─

　３　土地再評価差額金 ※１ 3,708 3,708

　　　評価・換算差額等合計 4,12419.1 3,92717.7

　　　純資産合計 13,26161.6 13,42760.5

　　　負債純資産合計 21,516100.0 22,184100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 18,134100.0 20,046100.0

Ⅱ　売上原価 15,64586.3 17,16285.6

　　　売上総利益 2,48813.7 2,88414.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　　販売費 ※１ 714 740

　　　一般管理費
※１
※２

1,285 1,99911.0 1,346 2,08610.4

　　　営業利益 488 2.7 797 4.0

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 6 11

　　　受取配当金 21 22

　　　不動産賃貸料 47 57

　　　補助金収入 ─ 19

　　　その他 17 92 0.5 16 127 0.6

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 1 2

　　　固定資産整理損 150 118

　　　休止設備固定費 5 ─

　　　たな卸資産評価損 35 ─

　　　土壌調査費 ─ 45

　　　その他 9 203 1.1 11 177 0.9

　　　経常利益 377 2.1 748 3.7

Ⅵ　特別損失

　　　産業廃棄物処分費用 20 ─

　　　固定資産撤去損失 ─ 172

　　　投資有価証券評価損  ─ 20 0.1 11 184 0.9

　　　税金等調整前当期純利益 357 2.0 563 2.8

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

24 33

　　　法人税等調整額 15 39 0.2 △158 △125△0.6

　　　当期純利益 317 1.8 689 3.4
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,282 2,548 247 △116 8,962

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △80 △80

　当期純利益 317 317

　自己株式の取得 △63 △63

　自己株式の処分 0 0 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

0 237 △62 174

平成19年３月31日残高(百万円) 6,282 2,549 485 △179 9,137

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 420 ─ 3,708 4,128 13,091

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △80

　当期純利益 317

　自己株式の取得 △63

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△4 △0 △4 △4

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△4 △0 △4 170

平成19年３月31日残高(百万円) 415 △0 3,708 4,124 13,261
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 6,282 2,549 485 △179 9,137

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △119 △119

　当期純利益 689 689

　自己株式の取得 △208 △208

　自己株式の処分 0 0 1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

0 569 △207 362

平成20年３月31日残高(百万円) 6,282 2,549 1,054 △387 9,499

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 415 △0 3,708 4,124 13,261

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △119

　当期純利益 689

　自己株式の取得 △208

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△196 0 △196 △196

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△196 0 △196 165

平成20年３月31日残高(百万円) 219 ─ 3,708 3,927 13,427
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 357 563

　　　減価償却費 470 656

　　　賞与引当金の増減額(減少は△) 8 21

　　　役員賞与引当金(減少は△） ─ 9

　　　定期修繕引当金の増減額(減少は△) △16 15

　　　退職給付引当金の増減額(減少は△) △39 △60

　　　役員退職慰労引当金の増減額(減少は△) 0 14

　　　受取利息及び受取配当金 △28 △34

　　　支払利息 1 2

　　　有形固定資産除却損 79 42

　　　投資有価証券評価損 ─ 11

　　　投資有価証券売却損益(利益は△) △0 ─

　　　ゴルフ会員権評価損 1 ─

　　　売上債権の増減額(増加は△) △306 △547

　　　たな卸資産の増減額(増加は△) 281 △205

　　　その他の流動資産の増減額(増加は△) △10 △35

　　　仕入債務の増減額(減少は△) △53 669

　　　その他の流動負債の増減額(減少は△) 311 △52

　　　その他の営業による収支(支出は△) △5 0

　　　　小計 1,050 1,072

　　　利息及び配当金の受取額 28 34

　　　利息の支払額 △1 △2

　　　法人税等の支払額 △21 △31

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,056 1,072

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △314 △1,158

　　　無形固定資産の取得による支出 △1 △1

      投資有価証券の売却による収入 0 ─

      長期前払費用の取得による支出 △6 △1

　　　その他の投資による収支(支出は△) 27 △1

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △295 △1,162

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　配当金の支払額 △80 △117

　　　自己株式の取得による収支(支出は△) △62 △207

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △143 △325

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ─ ─

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少は△) 617 △415

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,764 2,382

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,382 1,967
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 子会社２社を全て連結の範囲に含めて
おります。当該連結子会社は、カワカ産
業㈱及び川崎化成エンジニアリング㈱
であります。
なお平成18年10月１日をもって、川崎
化成物流㈱（当社の連結子会社）を吸
収合併しております。

子会社２社を全て連結の範囲に含めて
おります。当該連結子会社は、カワカ産
業㈱及び川崎化成エンジニアリング㈱
であります。

２　持分法の適用に関する事
項

持分法を適用している会社はありませ
ん。

同左

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算
日は一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事
項
(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

①　有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの　    
　　　期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

①　有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの　    
　　　同左　

　
　
　

　　時価のないもの
　　　同左

　 ②　たな卸資産
　主として総平均法による原価法

②　たな卸資産
　同左

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

①　有形固定資産
　定率法(一部の製造部門の機械及び装
置は定額法)によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備は除く)に
ついては、定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額につい
ては、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

①　有形固定資産
　 定率法(一部の製造部門の機械及び
装置は定額法)によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備は除く)に
ついては、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。 
　建物　　　　　２年～４７年 
　構築物　　　　３年～５０年 
　機械及び装置　２年～１２年 

（会計方針の変更） 
　当社及び連結子会社は、法人税法の
改正(「所得税法等の一部を改正す
る法律　平成19 年３月30日　法律第
６号」及び「法人税法施行令の一部
を改正 する政令　平成19年３月30日
　政令第83号」)に伴い、平成 19年４
月１日以降に取得した有形固定資産
については、改正後 の法人税法に基
づく方法に変更しております。
これに伴い、従来の方法によった場
合と比べ、売上総利益が17百万円、営
業利益が18百万円、経常利益及び税
金等調整前当期純利益が19百万円そ
れぞれ減少しております。 
　なお、セグメント情報に与える影響
については、当該箇所に記載してお
ります。

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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（追加情報） 
　当社及び連結子会社は、法人税法の改
正に伴い、平成19年３月31日以前に取
得した 資産については、改正前の法人
税法に基づく減価償却の方法の適用に
より取得価額の５％に到達した連結会
計年度の翌連結会計年度より、取得価
額の５％相当額と備忘価額との差額を
５年間にわたり均等償却し、減価償却
費に含めて計上しております。 
これに伴い、従来の方法によった場合
と比べ、売上総利益が141百万円、営業
利益、経常利益及び税金等調整前当期
純利益が147百万円それぞれ減少して
おります。
　なお、セグメント情報に与える影響に
ついては、当該箇所に記載しておりま
す。
　　

②　無形固定資産
　定額法によっております。
　なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっ
ております。

　また、自社利用のソフトウェアについ
ては社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によっておりま
す。

②　無形固定資産
　同左

(3) 重要な引当金の計上基
準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しておりま
す。

①　貸倒引当金
　同左

②　賞与引当金
　従業員の賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上しておりま
す。

②　賞与引当金
　同左

──────────────── ③　役員賞与引当金
役員の賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上しておりま
す。

③　定期修繕引当金
　主要な機械装置等にかかる定期修繕
費用の支出に備えるため、次回の定
期修繕に要する費用見積額を基礎と
して、当連結会計年度に負担すべき
金額を引当計上しております。

④　定期修繕引当金
　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

④　退職給付引当金 ⑤　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。

　なお、過去勤務債務は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(５年)による定額法により
費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(５年)による定
額法により発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。

　同左

⑤　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上しております。

⑥　役員退職慰労引当金
　同左

(4) 重要なリース取引の処
理方法

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

同左

(5) 重要なヘッジ会計の
方法

①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の要件を充たしてい
る場合は、振当処理を採用しており
ます。

①　ヘッジ会計の方法
　同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　為替予約取引をヘッジ手段とし、輸出
取引の為替変動リスクのみをヘッジ
対象としております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　同左

③　ヘッジ方針
　為替予約取引は、輸出成約高の範囲内
で行うこととし、投機目的のための
デリバティブ取引は行わないことと
しております。

③　ヘッジ方針
　同左

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条
件が一致しているため有効性の評価
を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　同左

(6) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法
　税抜方式によっております。

同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法
は、全面時価評価法によっております。

同左

６  のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しており
ます。
(のれん及び負ののれんの金額に重要
性が乏しい場合は発生年度において一
時に償却しております。)

同左

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

13,261百万円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

　　　　　─────────────

（企業結合に係る会計基準等）

　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」　

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月27日　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会　最終改正平成18年12月22日　企業会

計基準適用指針第10号）を適用しております。

　　　　　　─────────────

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結損益計算書）

　①「受取保険金」（当連結会計年度０百万円）につ　　

　　いては、当連結会計年度においては金額が僅少な

　　ため、営業外収益の「その他」に含めて表示して

　　おります。

　②「たな卸資産評価損」（前連結会計年度０百万

　　円）については、前連結会計年度において営業外

　　費用の「その他」に含めて表示しておりました

　　が、当連結会計年度においては営業外費用総額の1

　　00分の10を超えたため、区分掲記しております。

─────────────

───────────── （連結損益計算書）

　「休止設備固定費」（当連結会計年度２百万円）につ

いては、当連結会計年度においては金額が僅少なため、

営業外費用の「その他」に含めて表示しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する

金額を課税標準とする税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

　　　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行って算出する方

法を採用しております。

　　再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　再評価を行った土地の期末
日における時価と再評価
後の帳簿価額との差額

△1,419百万円

※１　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する

金額を課税標準とする税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

　　　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資

産税評価額に合理的な調整を行って算出する方

法を採用しております。

　　再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　　再評価を行った土地の期末
日における時価と再評価
後の帳簿価額との差額

△1,419百万円

※２　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。 

※３　期末日満期手形の会計処理については、当連結会

計年度末日は金融機関の休日でしたが、満期日に

決済されたものとして処理しております。期末日

満期手形は次のとおりであります。　　　　　

　　受取手形 32百万円

　　支払手形 0百万円

　─　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

　　銀行借入に対する保証債務

　　従業員(住宅資金) 70百万円

※２　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。 

※３      ─────────────　

　

　

　

　　

　　

　─　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

　　銀行借入に対する保証債務

　　従業員(住宅資金) 62百万円

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運搬費 658百万円

給料及び副費 597百万円

賞与引当金繰入額 117百万円

退職給付費用 39百万円

役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

減価償却費 29百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運搬費 648百万円

給料及び副費 704百万円

賞与引当金繰入額 76百万円

役員賞与引当金繰入額 9百万円

退職給付費用 51百万円

役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

減価償却費 34百万円

※２　研究開発費は、350百万円であり、一般管理費に含ま

れております。

※２　研究開発費は、404百万円であり、一般管理費に含ま

れております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 41,207,730  ─ ─ 41,207,730
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,011,228 343,674 2,432 1,352,470
　

(注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加343,674株は、取締役会決議による取得325,000株及び単元未満株式の買

取請求による取得18,674株であります。 

　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少2,432株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 80 2 平成18年３月31日 平成18年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 119 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 41,207,730  ─ ─ 41,207,730
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,352,470 1,048,210 5,910 2,394,770
　

(注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加1,048,210株は、取締役会決議による取得1,020,000株及び単元未満株式

の買取請求による取得28,210株であります。 

　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少5,910株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 119 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 194 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 356百万円

短期貸付金勘定 2,025百万円

現金及び現金同等物 2,382百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 388百万円

短期貸付金勘定 1,578百万円

現金及び現金同等物 1,967百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

  

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

  

機械装置及び運搬具

取得価額相当額 12百万円

減価償却累計額
相当額

2百万円

期末残高相当額 10百万円

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

機械装置及び

運搬具

その他

(工具器具及

び備品)

合計

取得価額相当
額

12百万円34百万円47百万円

減価償却累計
額相当額

5百万円 2百万円 7百万円

期末残高相当
額

7百万円 32百万円40百万円

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2百万円

１年超 7百万円

合計 10百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 7百万円

１年超 32百万円

合計 40百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　同左

　

（減損損失について）

　　同左　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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(有価証券関係)

前連結会計年度

　

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

　

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　①　株式 288 994 705

　②　債券 ─ ─ ─

　③　その他 ─ ─ ─

小計 288 994 705

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　①　株式 20 16 △4

　②　債券 ─ ─ ─

　③　その他 ─ ─ ─

小計 20 16 △4

合計 309 1,010 700

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

─ ─ ─

　

３　時価評価されていない主な有価証券(平成19年３月31日)

その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

　①　非上場株式 10

　②　出資証券 0

合計 10
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当連結会計年度

　

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

　

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　①　株式 252 623 371

　②　債券 ─ ─ ─

　③　その他 ─ ─ ─

小計 252 623 371

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　①　株式 46 44 △1

　②　債券 ─ ─ ─

　③　その他 ─ ─ ─

小計 46 44 △1

合計 298 667 369

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において期末の時価

の下落率が50％以上の株式については減損処理を行い、投資有価証券評価損11百万円を計上してお

ります。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

─ ─ ─

　

３　時価評価されていない主な有価証券(平成20年３月31日)

その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

　①　非上場株式 10

　②　出資証券 0

合計 10
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当社グループのデリバティブ取引は、当社のみが行って

おります。

　当社は、通常の営業過程における輸出取引の為替相場の

変動によるリスクを軽減するため、先物為替予約取引を

行っております。取組方針としましては、輸出成約高の範

囲内で一定の割合を定めて行うこととし、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行っておりません。

　先物為替予約取引は、信用度の高い国内の銀行及び大手

商社を通じて行っており、相手先の契約不履行による信

用リスクはほとんどないものと判断しております。

　当該取引の実行及び管理は、取引限度額(輸出成約高に

対する割合)等が明示された「運用原則」に従い、営業部

門が経営管理部門と協議のうえ行っております。

　同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度及び当連結会計年度においてヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対

象から除いているため、記載する事項はありません。
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(退職給付関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要
　　当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職
年金制度、及び退職一時金制度を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要
　　当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職
年金制度、及び退職一時金制度を設けております。

２　退職給付債務に関する事項
イ　退職給付債務 △1,854百万円
ロ　年金資産 674百万円
ハ　未積立退職給付債務
　　(イ＋ロ)

△1,180百万円

ニ　未認識数理計算上の
　　差異

14百万円

ホ　未認識過去勤務債務 92百万円
ヘ　連結貸借対照表
　　計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△1,073百万円

ト　前払年金費用 ─百万円
チ　退職給付引当金
　　(ヘ－ト)

△1,073百万円

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項
イ　退職給付債務 △1,822百万円
ロ　年金資産 632百万円
ハ　未積立退職給付債務
　　(イ＋ロ)

△1,189百万円

ニ　未認識数理計算上の
　　差異

101百万円

ホ　未認識過去勤務債務 74百万円
ヘ　連結貸借対照表
　　計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△1,013百万円

ト　前払年金費用 ─百万円
チ　退職給付引当金
　　(ヘ－ト)

△1,013百万円

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項
イ　勤務費用(注) 68百万円
ロ　利息費用 32百万円
ハ　期待運用収益 △12百万円

ニ　数理計算上の差異の
　　費用処理額

26百万円

ホ　過去勤務債務の費用
　　処理額

5百万円

ヘ　退職給付費用(イ＋
　　ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

120百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給
付費用は、「イ　勤務費用」に計上しており
ます。

　

３　退職給付費用に関する事項
イ　勤務費用(注) 85百万円
ロ　利息費用 35百万円
ハ　期待運用収益 △13百万円

ニ　数理計算上の差異の
　　費用処理額

20百万円

ホ　過去勤務債務の費用
　　処理額

17百万円

ヘ　退職給付費用(イ＋
　　ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

146百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給
付費用は、「イ　勤務費用」に計上しており
ます。

　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％
ハ　期待運用収益率 2.0％
ニ　過去勤務債務の額の
　　処理年数

５年
(発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、費
用処理しておりま
す。)

ホ　数理計算上の差異の
　　処理年数

５年
(各連結会計年度の
発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、発
生の翌連結会計年
度から費用処理し
ております。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％
ハ　期待運用収益率 2.0％
ニ　過去勤務債務の額の
　　処理年数

５年
(発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、費
用処理しておりま
す。)

ホ　数理計算上の差異の
　　処理年数

５年
(各連結会計年度の
発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、発
生の翌連結会計年
度から費用処理し
ております。)

　

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

46/80



(ストック・オプション等関係)

　
前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 1,315百万円

　退職給付引当金 435百万円

　その他 334百万円

繰延税金資産小計 2,084百万円

評価性引当額 △2,052百万円

繰延税金資産合計 32百万円

繰延税金負債との相殺 ─百万円

繰延税金資産の純額 32百万円

繰延税金負債

土地再評価差額金 △2,555百万円

　その他有価証券評価差額金 △285百万円

繰延税金負債の合計 △2,840百万円

繰延税金資産との相殺 ─百万円

繰延税金負債の純額 △2,840百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 1,439百万円

　退職給付引当金 410百万円

　その他 420百万円

繰延税金資産小計 2,270百万円

評価性引当額 △2,079百万円

繰延税金資産合計 191百万円

繰延税金負債との相殺 ─百万円

繰延税金資産の純額 191百万円

繰延税金負債

土地再評価差額金 △2,555百万円

　その他有価証券評価差額金 △150百万円

繰延税金負債の合計 △2,705百万円

繰延税金資産との相殺 ─百万円

繰延税金負債の純額 △2,705百万円
　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

　評価性引当の計上 △35.4％

　住民税均等割額他 5.9％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

11.1％

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整)

　評価性引当の増減 △64.0％

　住民税均等割額他 1.2％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

△22.2％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

化学品事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 17,739 394 18,134 ─ 18,134

　(2) セグメント間の内部売上高
　　　又は振替高

─ 1,490 1,490   (1,490) ─

計 17,739 1,884 19,624 (1,490)18,134

　営業費用 17,332 1,804 19,137 (1,492)17,645

　営業利益 406 79 486 2 488

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出　　

　　資産 21,214 722 21,937 (421) 21,516

　　減価償却費 484 3 487 (20) 467

　　資本的支出 358 1 359 ─ 359

(注) １　事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。

２　各事業区分の主要な製品又は業務

(1) 化学品事業………有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品

(2) その他の事業……設備の設計・施工、施設の管理運営他

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

化学品事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 19,525 521 20,046 ─ 20,046

　(2) セグメント間の内部売上高
　　　又は振替高

─ 1,895 1,895 (1,895) ─

計 19,525 2,417 21,942 (1,895)20,046

　営業費用 18,775 2,358 21,134 (1,885)19,249

　営業利益 749 58 808 (10) 797

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出　　

　　資産 21,922 1,459 23,381 (1,197)22,184

　　減価償却費 675 2 678 (25) 652

　　資本的支出 1,210 0 1,211 (36) 1,174

(注) １　事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。

２　各事業区分の主要な製品又は業務

(1) 化学品事業………有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品

(2) その他の事業……設備の設計・施工、施設の管理運営他

３　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）に記載のとおり平成19年４月1日

以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更にしております。これにより

化学品事業の営業費用は18百万円増加し、営業利益が同額減少しております。また、化学品事業の減価償却費

については19百万円増加し、資産が同額減少しております。

また、（追加情報）に記載のとおり法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて表示しております。これにより化学品事業の営業費用は146百万円増加し、営業利益が同額減少して

おります。また、化学品事業の減価償却費については146百万円増加し、資産が同額減少しております。

なお、その他の事業に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,097 458 218 29 1,804

Ⅱ　連結売上高(百万円) 18,134

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.1 2.5 1.2 0.2 10.0

(注) １　海外売上高は、親会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。なお、連結子会社の海外売上高はあ

りません。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア………………中国、フィリピン

(2)欧州…………………ドイツ、イギリス

(3)北米…………………アメリカ

(4)その他の地域………ブラジル

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 994 525 495 31 2,045

Ⅱ　連結売上高(百万円) 20,046

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.0 2.6 2.5 0.1 10.2

(注) １　海外売上高は、親会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。なお、連結子会社の海外売上高はあ

りません。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア………………中国、タイ

(2)欧州…………………ドイツ、イギリス

(3)北米…………………アメリカ

(4)その他の地域………メキシコ
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

その他の

関係会社
三菱化学
㈱

東京都

港区
50,000

各種化学

工業品の

製造及び

販売

(被所有)

直接38.28

間接  ─ 

兼任３人

転籍６人

原料等の

購入

原料等の

購入
2,231買掛金 788

取引条件及び取引条件の決定方針等

原料等の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。

（注）上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

その他の

関係会社

の子会社

エムシー
エフエー
㈱

東京都

港区
50金融業 ― ― ―

短期資金

の貸付
7,440

短期

貸付金
1,986

取引条件及び取引条件の決定方針等

短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が可能なものであ

ります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れておりません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

その他の

関係会社
三菱化学
㈱

東京都

港区
50,000

各種化学

工業品の

製造及び

販売

(被所有)

直接39.27

間接  ─ 

兼任４人

転籍５人

原料等の

購入

原料等の

購入
2,557買掛金 526

取引条件及び取引条件の決定方針等

原料等の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。

（注）上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　
　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

その他の

関係会社

の子会社

エムシー
エフエー
㈱

東京都

港区
50金融業 ― ― ―

短期資金

の貸付
8,087

短期

貸付金
1,544

取引条件及び取引条件の決定方針等

短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が可能なものであ

ります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れておりません。
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(企業結合等関係)

　

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　 (共通支配下の取引等)

　　１．結合当事者企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、　　

　　　結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

　

　　　(1)結合当事企業

　　　　　　当社による当社の完全子会社である川崎化成物流株式会社の吸収合併であります。

　　　(2)企業結合の法的形式

　　　　　　当社を存続会社、川崎化成物流株式会社を解散とする吸収合併方式であり、簡易合併

　　　　　の手続きにより合併しております。

　　　(3)結合後企業の名称

　　　　　　川崎化成工業株式会社

　　　(4)取引の目的を含む取引の概要

　　　　　　川崎化成物流株式会社と当社物流部門とを統合し、全体的な物流業務を見直すことに

　　　　　より管理責任体制の明確化を図ると共に、グループ全体の経営資源の効率的運用を図る　

　　　　　ための吸収合併であり、合併期日後において同社の資産・負債及び権利義務の一切を引

　　　　　き継いでおります。

　

　　２．実施した会計処理の概要

　　　　　企業結合に係る会計基準等における共通支配下の取引として処理しております。

　　　　　なお、川崎化成物流株式会社から引き継いだ資産及び負債は次のとおりであります。

　　　　　　　　資産合計　170百万円　　負債合計　93百万円

　

　　３．子会社株式の追加取得に関する事項

　　　　　川崎化成物流株式会社は当社の完全子会社であるため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　　該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 332.74円

１株当たり当期純利益 7.94円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり純資産額 345.94円

１株当たり当期純利益 17.45円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎　　

　連結損益計算書上の当期純利益　　　　317百万円

　普通株式に係る当期純利益　　　　　　317百万円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数      39,988,661株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎　　

　連結損益計算書上の当期純利益　　　  689百万円

　普通株式に係る当期純利益　　　　　　689百万円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数      39,506,705株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100 100 1.875 ─

１年以内に返済予定の長期借入金 ─ ─ ─ ─

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

 長期借入金（１年以内に返済予定 
 のものを除く。）

─ ─ ─ ─

 リース債務（１年以内に返済予定 
 のものを除く。）

─ ─ ─ ─

その他の有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 100 100 ─ ─

(注)　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ　流動資産

　　　 現金及び預金 233 224

　　　 受取手形 ※４ 356 416

　　　 売掛金 4,625 5,095

　　　 商品 54 45

　　　 製品 1,096 1,487

　　　 原材料 401 396

　　　 仕掛品 292 98

　　　 貯蔵品 45 52

　　　 前払費用 34 37

　　　 繰延税金資産 － 156

　　　 短期貸付金 1,986 1,644

　　　 未収入金 27 58

　　　 その他 6 9

　　　 流動資産合計 9,16043.1 9,72244.3

 Ⅱ　固定資産

　 １　有形固定資産

　　　　 建物 1,951 1,906

　　　　 減価償却累計額 ※３ 1,340 610 1,349 557

　　　　 構築物 1,845 1,879

　　　　 減価償却累計額 ※３ 1,536 308 1,549 329

　　　　 機械及び装置 16,705 17,001

　　　　 減価償却累計額 ※３ 14,900 1,804 14,839 2,162

　　　　 車両運搬具 48 47

　　　　 減価償却累計額 ※３ 45 2 46 1

　　　　 工具器具及び備品 912 877

　　　　 減価償却累計額 ※３ 836 75 813 64

　　　　 土地 ※２ 8,084 8,084

　　　　 建設仮勘定 57 234

　　　 有形固定資産合計 10,94251.4 11,43452.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　　　ソフトウェア 7 5

　　　　電話加入権 7 7

　　　　その他 0 0

　　　無形固定資産合計 15 0.1 14 0.1

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 574 384

　　　　関係会社株式 493 340

　　　　長期前払費用 14 11

　　　　その他 61 62

　　　投資その他の資産合計 1,1435.4 799 3.6

　　　固定資産合計 12,10256.9 12,24755.7

　　　資産合計 21,262100.0 21,970100.0

負債の部

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形 ※４ 19 4

　　　買掛金 ※１ 2,883 3,122

　　　短期借入金 100 100

　　　未払金 ※１ 261 634

　　　未払費用 554 618

　　　未払法人税等 25 31

　　　預り金 17 19

　　　賞与引当金 148 170

　　　役員賞与引当金 ─ 9

　　　定期修繕引当金 64 80

　　　その他 65 70

　　　流動負債合計 4,14019.5 4,86222.1

Ⅱ　固定負債

　　　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※２ 2,555 2,555

　　　繰延税金負債 285 150

　　　退職給付引当金 1,041 989

　　　役員退職慰労引当金 54 68

　　　固定負債合計 3,93618.5 3,76317.2

　　　負債合計 8,07638.0 8,62639.3
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部

Ⅰ　株主資本

　 １　資本金 6,282 6,282

　 ２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 1,571 1,571

　　(2) その他資本剰余金 977 978

　　　　資本剰余金合計 2,549 2,549

　 ３　利益剰余金

　　　　その他利益剰余金

　　　　 別途積立金 ─ 200

　　　　 繰越利益剰余金 409 771

　　　　利益剰余金合計 409 971

　 ４　自己株式 △179 △387

　　　株主資本合計 9,06142.6 9,41642.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　 １　その他有価証券評価
　　　 差額金

415 219

　 ２　繰延ヘッジ損益 △0 ─

　 ３　土地再評価差額金 ※２ 3,708 3,708

　　　評価・換算差額等合計 4,12419.4 3,92717.9

　　　 純資産合計 13,18562.0 13,34360.7

　　　 負債純資産合計 21,262100.0 21,970100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　製品売上高 17,446 19,183

　　　商品売上高 292 17,739100.0 342 19,525100.0

Ⅱ　売上原価

　　　製品期首たな卸高 1,445 1,096

　　　商品期首たな卸高 72 54

　　　当期製品製造原価 14,763 16,889

　　　当期商品仕入高 245 240

　　　　　合計 16,527 18,281

　　　製品期末たな卸高 1,096 1,487

　　　商品期末たな卸高 54 45

　　　他勘定振替高 ※１ 7 15,36986.6 4 16,74485.8

　　　売上総利益 2,37013.4 2,78114.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　　販売費 ※２ 730 744

　　　一般管理費
※２
※３

1,232 1,96311.1 1,286 2,03110.4

　　　営業利益 406 2.3 749 3.8

Ⅳ　営業外収益 ※５

　　　受取利息 6 11

　　　受取配当金 33 40

　　　不動産賃貸料 57 66

　　　補助金収入 ─ 19

　　　その他 27 124 0.7 18 156 0.8

Ⅴ　営業外費用 ※５

　　　支払利息 1 2

　　　固定資産整理損 ※４ 150 121

　　　休止設備固定費 5 ─

　　　たな卸資産評価損 35 ─

　　　土壌調査費 ─ 45

　　　その他 8 202 1.1 10 180 0.9

　　  経常利益 328 1.9 726 3.7

Ⅵ　特別利益

　　　合併による抱合せ株式
　　　消滅差益

49 49 0.3 ─ ─ ─

Ⅶ　特別損失

　　　産業廃棄物処分費用 20 ─

　　　固定資産撤去損失 ─ 172

　　　投資有価証券評価損 ─ 20 0.2 11 184 0.9

　　　税引前当期純利益 357 2.0 542 2.8

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

10 16

　　　法人税等調整額 10 20 0.1 △156 △139△0.7

　　　当期純利益 336 1.9 681 3.5
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 11,762 78.5 13,216 78.3

Ⅱ　労務費 ※１ 1,085 7.2 1,130 6.7

Ⅲ　経費 ※２ 2,144 14.3 2,521 15.0

　　　当期総製造費用 14,992100.0 16,868100.0

　　　期首仕掛品たな卸高 169 292

 　　　　　合計 15,162 17,161

　　　期末仕掛品たな卸高 292 98

　　　他勘定振替高 ※３ 105 173

　　　当期製品製造原価 14,763 16,889

(注)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

製造原価計算の方法は、工程別総合原価計算法に

よっております。

    　同左

※１　賞与引当金繰入額84百万円及び退職給付費用65百

万円が含まれております。

※１  賞与引当金繰入額96百万円及び退職給付費用78百

万円が含まれております。

※２　動力用水費559百万円、減価償却費440百万円及び定

期修繕引当金繰入額64百万円が含まれておりま

す。

※２　動力用水費590百万円、減価償却費625百万円及び定

期修繕引当金繰入額80百万円が含まれておりま

す。

※３　他勘定振替高は、一般管理費46百万円、営業外費用

59百万円であります。

※３　他勘定振替高は、貯蔵品76百万円、一般管理費50百

万円、営業外費用46百万円であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 6,282 1,571 977 2,548 153 153 △116 8,868

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △80 △80 △80

　当期純利益 336 336 336

　自己株式の取得 △63 △63

　自己株式の処分 0 0 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) 0 0 256 256 △62 193

平成19年３月31日残高(百万円) 6,282 1,571 977 2,549 409 409 △179 9,061

　

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 420 ─ 3,708 4,12812,996

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △80

　当期純利益 336

　自己株式の取得 △63

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△4 △0 △4 △4

事業年度中の変動額合計(百万円) △4 △0 △4 189

平成19年３月31日残高(百万円) 415 △0 3,708 4,12413,185

　

EDINET提出書類

川崎化成工業株式会社(E00813)

有価証券報告書

58/80



当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 6,282 1,571 977 2,549 ─ 409 409 △179 9,061

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △119 △119 △119

　当期純利益 681 681 681

　自己株式の取得 △208 △208

　自己株式の処分 0 0 0 1

  別途積立金の積立 200 △200 ─ ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万
円)

0 0 200 361 561 △207 354

平成20年３月31日残高(百万円) 6,282 1,571 978 2,549 200 771 971 △387 9,416

　

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 415 △0 3,708 4,12413,185

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △119

　当期純利益 681

　自己株式の取得 △208

　自己株式の処分 1

  別途積立金の積立 ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△196 0 △196 △196

事業年度中の変動額合計(百万円) △196 0 △196 157

平成20年３月31日残高(百万円) 219 ─ 3,708 3,92713,343
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

①　子会社株式

　　移動平均法による原価法

①　子会社株式

　　同左

②　その他有価証券 ②　その他有価証券

　　時価のあるもの 　　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

　同左

　　時価のないもの 　　時価のないもの

移動平均法による原価法 　同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

総平均法による原価法 同左

３　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

定率法(一部の製造部門の機械及

び装置は定額法)によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によってお

ります。

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

①　有形固定資産

定率法(一部の製造部門の機械及

び装置は定額法)によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

　建物　　　　　２年～４７年 

　構築物　　　　３年～５０年 

　機械及び装置　２年～１２年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正(「所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３

月30日　法律第６号」及び「法人

税法施行令の一部を改正する法令

　平成19年３月30日　政令第83

号」)に伴い平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。 

これに伴い、従来の方法によった

場合と比べ、売上総利益が17百万

円、営業利益が18百万円、経常利益

及び税引前当期純利益が19百万円

それぞれ減少しております。 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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    （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。 

これに伴い、従来の方法によった

場合と比べ、売上総利益が140百万

円、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が146百万円それぞれ

減少しております。

②　無形固定資産

　　定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

また、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

②　無形固定資産

　　同左

 

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上することとしており

ます。

同左

　(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

同左

　(3) 役員賞与引当金 　　　──────────　　 役員の賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

　(4) 定期修繕引当金 主要な機械装置等にかかる定期修繕費

用の支出に備えるため、次回の定期修

繕に要する費用見積額(１件20百万円

以上)を基礎として、当事業年度に負担

すべき金額を引当計上しております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(5) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

り発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

同左

　(6) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく事業年度末要支給額

を計上しております。

同左

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

６　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、振当処理の要件を充たし

ている場合は、振当処理を採用し

ております。

①　ヘッジ会計の方法

　　同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約取引をヘッジ手段とし、

輸出取引の為替変動リスクのみを

ヘッジ対象としております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

 

③　ヘッジ方針

為替予約取引は、輸出成約高の範

囲内で行うこととし、投機目的の

ためのデリバディブ取引は行わな

いこととしております。

③　ヘッジ方針

　　同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な

条件が一致しているため有効性の

評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

       消費税等の会計処理の

 方法

税抜方式によっております。 同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

13,186百万円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま

す。

──────────

（企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会　最終改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。

──────────

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（損益計算書）

　①「受取保険金」（当事業年度０百万円）につい

　　ては、当事業年度においては金額が僅少なため、

　　営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

　　す。

──────────

　②「たな卸資産評価損」（前事業年度０百万円）に

　　ついては、前事業年度において営業外費用の「そ

　　の他」に含めて表示しておりましたが、当事業年

　　度においては営業外費用の100分の10を超えたた

　　め、区分掲記しております。

　

──────────

　
（損益計算書）

　「休止設備固定費」（当事業年度２百万円）について

は、当事業年度においては金額が僅少なため、営業外費用

の「その他」に含めて表示しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関

係会社に係るものは次のとおりであります。

買掛金 1,030百万円

※１　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関

係会社に係るものは次のとおりであります。

買掛金 990百万円

未払金 593百万円

※２　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日改

正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額のうち法人税その他利益に関連する金額を

課税標準とする税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末日における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△1,419百万円

※２　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日改

正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評

価差額のうち法人税その他利益に関連する金額を

課税標準とする税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末日における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△1,419百万円

※３　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。　

※３　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。　

※４　期末日満期手形の会計処理については、当事業年度

末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済さ

れたものとして処理しております。期末日満期手

形は次のとおりであります。

受取手形 26百万円

支払手形 0百万円

※４          ───────────

　─　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

銀行借入に対する保証債務

従業員(住宅資金) 70百万円

　─　偶発債務

　　　次の支払保証を行っております。

銀行借入に対する保証債務

従業員(住宅資金) 62百万円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　主として販売費及び一般管理費への振替でありま

す。

※１　同左

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　　(1) 販売費

　運搬費 674百万円

　販売手数料 2百万円

　　(1) 販売費

　運搬費 648百万円

　販売手数料 2百万円

　　(2) 一般管理費

　役員報酬 86百万円

　給料及び副費 482百万円

　賞与引当金繰入額 112百万円

　退職給付費用 36百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

　減価償却費 29百万円

　雑費 150百万円

　技術研究費 59百万円

　　(2) 一般管理費

　役員報酬 96百万円

　給料及び副費 572百万円

　賞与引当金繰入額 74百万円

　役員賞与引当金繰入額 9百万円

　退職給付費用 47百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

　減価償却費 34百万円

　雑費 136百万円

　技術研究費 67百万円

(注)　各科目に含まれている研究開発部門の総費用は

掲記の技術研究費を含め350百万円であります。

(注)　各科目に含まれている研究開発部門の総費用は

掲記の技術研究費を含め404百万円であります。

※３　研究開発費は、350百万円であり、一般管理費に含ま

れております。

※３　研究開発費は、404百万円であり、一般管理費に含ま

れております。

※４　主として機械及び装置の整理によるものでありま

す。

※４　同左

※５　関係会社との取引に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

営業外収益 32百万円

営業外費用 8百万円

※５　関係会社との取引に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

営業外収益 35百万円

営業外費用 19百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,011,228 343,674 2,432 1,352,470
　

(注）１  普通株式の自己株式の株式数の増加343,674株は、取締役会決議による取得325,000株及び単元未満株式の買

取請求による取得18,674株であります。

　　 ２  普通株式の自己株式の株式数の減少2,432株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,352,470 1,048,210 5,910 2,394,770
　

(注）１  普通株式の自己株式の株式数の増加1,048,210株は、取締役会決議による取得1,020,000株及び単元未満株式

の買取請求による取得28,210株であります。

　　 ２  普通株式の自己株式の株式数の減少5,910株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

──────　
　
　　
　
　

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

工具器具及び備品

取得価額相当額 34百万円

減価償却累計額相当額 2百万円

期末残高相当額 32百万円

　

２　未経過リース料期末残高相当額

───────

　
　　
　

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 27百万円

合計 32百万円

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 ─百万円

減価償却費相当額 ─百万円

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

　

(減損損失について)

同左

 

　

(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当事業年度(自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 1,315百万円

　退職給付引当金 423百万円

　その他 314百万円

繰延税金資産小計 2,052百万円

評価性引当額 △2,052百万円

繰延税金資産合計 ─百万円

繰延税金負債

　土地再評価差額金 △2,555百万円

　その他有価証券評価差額金 △285百万円

繰延税金負債合計 △2,840百万円

繰延税金負債の純額 △2,840百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 1,439百万円

　退職給付引当金 402百万円

　その他 394百万円

繰延税金資産小計 2,235百万円

評価性引当額 △2,079百万円

繰延税金資産合計 156百万円

繰延税金負債

　土地再評価差額金 △2,555百万円

　その他有価証券評価差額金 △150百万円

繰延税金負債合計 △2,705百万円

繰延税金負債の純額 △2,549百万円
　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

　評価性引当の計上 △40.6％

　住民税均等割他 5.8％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

5.8％

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整)

　評価性引当の増減 △67.5％

　住民税均等割他 1.2％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

△25.7％

　

(企業結合等関係)

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　  連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載は省略  

  しております。　

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　  該当事項はありません。

　　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 330.85円

１株当たり当期純利益 8.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり純資産額 343.80円

１株当たり当期純利益 17.25円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 336百万円

普通株式に係る当期純利益 336百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,988,661株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 681百万円

普通株式に係る当期純利益 681百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,506,705株
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

＜その他有価証券＞

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

233,300 200

関西ペイント㈱ 121,000 78

アグロ カネショウ㈱ 49,000 31

大王製紙㈱ 20,700 13

田辺三菱製薬㈱ 11,000 12

㈱菱化システム 18,000 9

㈱日本製紙グループ本社 37.6 8

三菱製紙㈱ 35,000 7

㈱ミレアホールディングス 2,000 7

㈱トウペ 26,000 3

その他9銘柄 18,900 10

その他有価証券計 534,937.6 384

投資有価証券計 534,937.6 384

計 534,937.6 384

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

＜その他有価証券＞

(出資証券)

理化学研究所 1 0

その他有価証券計 1 0

投資有価証券計 1 0

計 1 0
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 1,951 0 45 1,906 1,349 46 557

　構築物 1,845 70 36 1,879 1,549 47 329

　機械及び装置 16,705 945 648 17,001 14,839 553 2,162

　車両運搬具 48 ─ 0 47 46 1 1

　工具器具及び備品 912 16 50 877 813 24 64

　土地 8,084 ─ ─ 8,084 ─ ─ 8,084

　建設仮勘定 57 1,212 1,035 234 ─ ─ 234

有形固定資産計 29,6042,245 1,81730,032 18,597 673 11,434

無形固定資産

　ソフトウェア 54 0 15 39 33 2 5

　電話加入権 7 ─ ─ 7 ─ ─ 7

　その他無形固定資産 7 ─ ─ 7 6 0 0

無形固定資産計 69 0 15 54 40 2 14

長期前払費用 29 0 0 30 19 3 11

(注) １  機械及び装置並びに建設仮勘定の増加の主なものは、有機酸製品及びキノン系製品製造設備の更新・合理化

増強工事等によるものであります。

　　 ２  機械及び装置の減少の主なものは、無水フタル酸製造設備の一部設備について使用見込みのないことから除却

処理をしたことによるものであります。

　　 ３  当期末減価償却累計額又は償却累計額には減損損失累計額を含めて表示しております。

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 148 170 148 ─ 170

役員賞与引当金 ─ 9 ─ ─ 9

定期修繕引当金 64 80 64 ─ 80

退職給付引当金 1,041 138 190 ─ 989

役員退職慰労引当金 54 18 4 ─ 68
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

Ⅰ　流動資産

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 221

普通預金 1

別段預金 0

計 223

合計 224

　

②　受取手形

相手先別内訳

　

  期日別内訳

相手先 金額(百万円)

双日㈱ 281

木曽興業㈱ 63

前田化学㈱ 54

㈱トーメンケミカル 5

吉野石膏㈱ 3

その他 8

合計 416

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 95

　　〃　５月満期 99

　　〃　６月満期 94

　　〃　７月満期 66

　　〃　８月満期 59

合計 416

　

③　売掛金

               相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱ジェイ・プラス 2,471

オー・ジー㈱ 371

アグロ　カネショウ㈱ 304

メルク㈱ 213

双日㈱ 158

その他 1,575

合計 5,095
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売掛金の回収状況及び滞留期間

　
前期繰越高(Ａ)
(百万円)

当期発生高(Ｂ)
(百万円)

当期回収高(Ｃ)
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率
(％)

Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)

4,625 21,097 20,627 5,095 80.2 84.3

　

　(注) １　滞留期間＝
(前期繰越高＋次期繰越高)×１／２

当期発生高×１／366

　　　 ２  消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれておりま

す。

　

④　たな卸資産

　

区分 摘要 金額(百万円) 区分 摘要 金額(百万円)

商品 キノン系商品他 45仕掛品 有機酸製品 39

製品

有機酸製品 642 キノン系製品 56

有機酸系誘導品 171 その他 2

 キノン系製品 673 計 98

計 1,487貯蔵品 触媒 16

原材料 主原料 346 荷造材料他 35

補助原料他 50 計 52

計 396 合計 2,080

　

⑤　短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

エムシーエフエー㈱ 1,544

川崎化成エンジニアリング㈱ 100

合計 1,644
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Ⅱ　流動負債

①　支払手形

相手先別内訳

 

期日別内訳

相手先 金額(百万円)

中央紙工㈱ 2

㈱ニューロン 1

合計 4

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 1

　　〃　５月満期 0

　　〃　６月満期 0

　　〃　７月満期 0

合計 4

　

②　買掛金

　　　　　　 　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

三井物産㈱ 953

㈱ジェイ・プラス 649

三菱化学㈱ 526

川崎化成エンジニアリング㈱ 455

日本油脂㈱ 83

その他 455

合計 3,122

　

Ⅲ　固定負債

①　再評価に係る繰延税金負債

　

科目別 金額(百万円)

土地再評価差額金 2,555

合計 2,555

②　退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 1,798

年金資産 △632

未認識数理計算上の差異　 △101

未認識過去勤務債務 △74

合計 989

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券および1,000株未満

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店及び野村證券株式会社全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

株券喪失登録

　　株券喪失登録申請料 １件につき　　7,000円

　　株券登録料 １枚につき　　　500円

単元未満株式の買取・買増

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店及び野村證券株式会社全国本支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
 http://www.kk-chem.co.jp/koukoku/index.html

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注） 　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

　 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　 会社法第166条第１項の規定による取得を請求する権利

　 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 自己株券買付状況報告書 自　平成19年９月１日
至　平成19年９月30日

平成19年10月10日
関東財務局長に提出。

自　平成19年10月１日
至　平成19年10月31日

平成19年11月６日
関東財務局長に提出。

自　平成19年11月１日
至　平成19年11月30日

平成19年12月６日
関東財務局長に提出。

自　平成19年12月１日
至　平成19年12月31日

平成20年１月10日
関東財務局長に提出。

自　平成20年１月１日
至　平成20年１月31日

平成20年２月８日
関東財務局長に提出。

自　平成20年２月１日
至　平成20年２月29日

平成20年３月７日
関東財務局長に提出。

自　平成20年３月１日
至　平成20年３月31日

平成20年４月８日
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書
　　及びその添付書類

事業年度
(第85期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書
　　の訂正報告書

平成19年９月20日
関東財務局長に提出。

　　第85期の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(4) 半期報告書
 

(第86期中)
 

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月21日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
　

平成１９年６月２８日

川　崎　化　成　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人
　

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　仲　井　一　彦

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　小　林　功　幸

　

太　陽　Ａ　Ｓ　Ｇ　監　査　法　人
　

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　遠　藤　　了

　
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　小笠原　　直

　

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川崎化成工業

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化成工

業株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

川崎化成工業株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　仲　　井　　一　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　吉　　澤　　祥　　次　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている川崎化成工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、川崎化成工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
　

平成１９年６月２８日

川　崎　化　成　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人
　

指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　仲　井　一　彦

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　小　林　功　幸

　

太　陽　Ａ　Ｓ　Ｇ　監　査　法　人
　

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　遠　藤　　了

　
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士　小笠原　　直

　

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川崎化成工業

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私ども

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化成工業株

式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

川崎化成工業株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　仲　　井　　一　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　吉　　澤　　祥　　次　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている川崎化成工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第86期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、川崎化成工業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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